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5月30日（金）、ホテルグランヴィア和歌山において第53回中央会通常総会

が開催されました。

現在の景気回復局面においても、中小企業の多くは回復の実感に乏しく、和

歌山県経済も依然として厳しい状況下にあります。

こうしたなか、中小企業が持ちうる潜在力を発揮し、競争力を高めて健全な

財政基盤を確立するためには新しい企業連携や産学連携などに積極的に取組

み、個々の経営資源を補完していくことが重要とされています。

中央会としても、連携組織の専門機関としてコーディネート機能を発揮する

と共に業界ニーズの把握に努め、会員組合等の活動強化のために、より充実し

た支援を行っていきたいと考えています。

積極的な活動支援策としての中央会重点目標を次に掲げました。
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重点目標

巡回指導の積極的実施と業界ニーズの把握の強化
中小企業の経営環境が大きく変化し、組合・組合員のニーズが多様化している中、

巡回指導を積極的に実施し、組合や組合員企業との接点を拡げ中小企業のニーズを

的確に把握し、組合の新たな事業の開発・展開を支援していくとともに会員組合等

との関係を強化していく。

創業・新連携型組合の設立、育成支援
本県産業の活力の維持発展に向け、未組織中小企業者の協同組合等の組織化の推

進、特に企業組合制度については新規創業組織としての優位性のＰＲに努めるほか、

新連携に取り組む企業の組織化についても地域経済発展の原動力として力強く成長

できるよう支援を行う。

連携組織販路拡大支援事業（くみあい祭り）の実施
県下中小企業による産品の展示や中小企業組合の活動を広くＰＲするとともに、

新製品等の発表も併せて行い組合等の販路拡大のための支援を積極的に行う。

中国輸出振興事業の推進
中国輸出振興部会の強化・拡充を図るとともに、部会を中心とした中国での商談

会の開催や市場調査に取り組む。また、専門家を招聘しての講習会や研究会の開催



と和歌山大学在籍の留学生との交流会の開催により、中国市場参入への具体的な可

能性について探求するとともに、今後のビジネス展開の参考とする。

企業データベース「企業情報サイト」の活用
中小企業が持つ経営資源を有効に活用するため、中央会のホームページ上に構築

した「企業情報サイト」により県内の組合・企業を紹介するとともに、新たに企業

の募集を行い商品・技術等の情報を発信し、県内外の事業者とのビジネスチャンス

の拡大を図る。

地域資源活用型研究開発事業及
び農商工連携の支援
地域資源の活用、農商工連携を行う

組合・グループの掘り起こしや、連携

組織構築の支援を行い、新商品開発、

新サービスの創出を支援するととも

に、小規模企業の経営力向上や事業承

継の円滑化についても支援する。
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中央会専務理事として、山本庄作が
選任され、就任しました。

専務理事に就任いたし
ました山本です。
今後ともどうぞよろし

くお願い申し上げます。



中央会わかやま No.524 2008.64

ス
テ
ッ
プ

ア
ッ
プ

講
座

～和歌山県優良県産品（プレミ

これまでの「優良土産品推せん制度」（平成20年3
月31日廃止）は、本県への観光客の方々に県が推薦
する土産品を購入していただくためのものでした。し
かし、今後和歌山県産品のますますの販売促進を図っ
ていくには、“和歌山県が誇るもの”を県外に積極的
に紹介し、売り出していくことが必要不可欠なわけで、
そのためにはまず“和歌山県が誇るもの”を選び出す
ことが先決となるのです。

1 制度の目的と県産品のブランド化

2 制度の概要

従来の制度でのいわゆる「土産品」（主に加工食品
と民芸品）から対象を広げ、農産物・畜産物などの生
鮮食品や、県内企業が生み出した特色ある産業製品な
ど、幅広い分野の県産品を対象とします。
構成としては、次の3つの分野からなります。

（1）製造物分野…①加工食品　②伝統的工芸品
③産業製品

（2）生鮮物分野…④農産物　⑤畜産物　⑥特用林
産物　⑦水産物

（3）観光資産分野…和歌山県もしくは県内の特定の
地域を想起させる催事や料理、
芸能など、本県への誘客に大き
な役割を期待できるもの

申請要件について、原則、県内事業者が、県内で
（県内産の原材料を使い）生産・製造を行い、流通経
路を経て一般消費者に提供している実績を有している
ことが必要です。また、食品衛生法、計量法、ＪＡＳ
法などの関係法令を遵守していることも申請の大前提
となります。加えて、各分野の産品ごとに申請のため
の原材料、製造工程、申請基準が指定されており、こ
れらの要件を満たしていなければなりません。
続いて、審査について、製造物分野及び生鮮物分野

では、各振興局を窓口として、申請資格を有する者か

らの申請に基づき、県庁担当課室による申請要件の審
査、関係法令所管課室による法令確認等を経た後、外
部有識者を交えた「和歌山県優良県産品推奨審査会」
（仮称）による“和歌山らしさ”“和歌山ならでは”の
視点、生産者（製造者）のこだわり・創意工夫など、
認定要件の審査が行われます。
観光資産分野では、催事・料理等の事業者・主催者

の了承を前提に、県内の市町村観光協会が申請を行い、
前述の審査会において、当該催事等の来歴、誕生の経
緯、県民の参加度合い、誘客力などから総合的に認定
要件の審査が行われます。
審査終了後、知事は、審査会からの報告をふまえ、

推奨品を認定し、広く公表します。
認定を受けた県産品は、「プレミア和歌山」のロ

ゴ・シンボルマークの掲示・表示が可能となり、また、
県を代表する産品として、ホームページやパンフレッ
トでの紹介、アンテナショップや物産展、商談会など、
さまざまな機会を通じての一般消費者や流通業界への
ＰＲなどを行っていきます。
（この制度のフロー図は、次ページに掲載していま

す）

このたびの「優良県産品（プレミア和歌山）推奨制
度」では、優れた県産品を『選び』、フラッグシップ
として全国に『売り出し』、市場や消費者の反応から
産品の質的向上や新製品等の創出を『育む（改善す
る）』、以上3つの局面を総合的に推進することにより
県産品全体のブランド化を目指し、県内産業の発展を
図っていきます。

県では、平成20年度より「和歌山県優良県産品（プレミア和歌山）推奨制度」を制定しました。
この制度は、従来の「優良土産品推せん制度」に替わって制定されたもので、本稿ではこの新制度についてご説
明します。

和歌山県の
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3 平成20年度スケジュール

4月～5月　　制度の詳細部分の決定、制度の周知・ＰＲ
6月～7月　　第1次募集
7月～10月　認定に係る審査、第1次プレミア和歌山

推奨品の決定・発表
11月～　　 第2次募集

なお、上記のスケジュールはあくまで予定ですので、
詳細については和歌山県産業振興課ホームページ
（http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/061000/h
omepage/index.html）をご覧ください。

ア和歌山）推奨制度について～

この「和歌山県優良県産品（プレミア和歌山）推奨
制度」は、“和歌山県が誇るもの”を幅広く対象とし、
“和歌山らしい”県産品を推奨するという過去に例の
ない制度です。
“県産品のブランド化”と言葉で言うのは簡単です

が、ブランド化は一朝一夕に可能となるものではなく、

4 むすびに

県と県内事業者の方々が不断の努力を積み上げていく
ことが必要となることは言うまでもありません。
本制度が将来的に県内外さらには海外でも広く認知

され、発展していくのにあわせ、県内の産業も本制度
を起点に発展していくことが期待されます。

◎お問い合わせ先 和歌山県商工観光労働部　企業政策局　産業振興課　産業ブランド推進室
〒640－8585 和歌山市小松原通1－1 電話：073－441－2841 ＦＡＸ：073－424－1199

産業活性化策　ＰＡＲＴⅢ
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生産性向上と地域活性化への挑戦

第1部：2007年度における中小企業の動向

○　我が国経済は、緩やかな景気回復が継続したものの、このところ足踏み状態にある。

施策情報

第1部　2007年度における中小企業の動向
2007年度、原油・原材料価格の高騰、改正建築基準法施行後の建築着工件数の減少が発生し、これらの

影響を背景として、中小企業の業況が悪化している状況を示す。
しかし、現在の6年を超える景気回復局面において、中小企業の多くは回復の実感に乏しく、業種間・地

域間で回復にばらつきがある背景には、原油価格の高騰等の突発的、循環的な要因だけでなく、中小企業が
大企業に比べて民間消費により大きく依存しており、近年の雇用・所得環境の変化に伴って民間消費が伸び
悩んでいること等の構造的な要因が存在する点を指摘。

2008年版中小企業白書のポイント�2008年版中小企業白書のポイント�

今月から3回にわたって掲載（抜粋）します。 中小企業庁

資料：内閣府「国民経済計算」、経済産業省「鉱工業生産指数」
（注） 1.実質GDPは2000暦年連鎖価格GDP。

2.鉱工業生産指数は2000年を100としている。

○　サブプライム住宅ローン問題、原油価格の高騰、改正建築基準法の施行後の建築着工件数の減少等の影響
により、我が国経済の先行き不透明感は増大している。

資料：経済産業省調べ

原油WTI価格の推移

実質GDPと鉱工業生産指数の推移
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○　中小企業においては、原油価格の上昇により収益を圧迫されている企業は9割を超えている。また、全く、
転嫁できていないとする企業は6割にのぼる。

○　中小企業の業況感は足下では悪化している。

資料：日本銀行「短観（短期経済観測調査）」 資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

資料：中小企業庁・全国中小企業団体中央会・（財）全国中小企業取引振興協会「原油価格上昇による中小企業への影響調査」

資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

原油価格上昇による中小企業への影響

原油・原材料価格の上昇と中小企業の利幅の悪化

中小企業の業況感の推移

＜収益への影響＞ ＜価格転嫁度合い＞
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○　大企業の収益が増加している一方で中小企業の収益は伸び悩み、差は拡大傾向。

資料：財務省「法人企業統計年報」

規模別売上高経常利益率の推移

○　こうした中で、中小企業の資金繰りも、このところ弱含んでいる。
○　中小企業での人手不足感はなお続いているものの、足下では労働需要が弱含み、小規模な事業所を中心に

新規求人数は減少傾向に転じている。
○　大企業に比べて、中小企業は民間消費などの内需により大きく依存しているが、今回の景気回復では、民
間消費が伸び悩んでいる。

○　外需型産業が業績を伸ばす一方で、中小企業の大多数を占める内需型産業は伸び悩んでいる。
○　地域間の産業構造の相違を反映して、各地域の景況感にもばらつきが見られる。

資料：内閣府「国民経済計算」

主な景気回復局面における民間消費の推移

1．中小企業を巡る構造変化と生産性

第2部：テーマ分析①　中小企業の生産性の向上に向けて

○　我が国の労働力人口の減少が予測されている。経済成長率＝就業者数増加率＋労働生産性上昇率であるこ
とから、持続的な経済成長のためには労働生産性の向上が不可欠である。

○　我が国の労働生産性の水準は、米国の7割程度であり、G7の平均よりも低い。労働生産性をどのように
向上させるかが課題となっている。

資料：OECD「Productivity Datebase」よ
り中小企業庁作成

諸外国と比べた我が国の労働生産性の水準
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○　中小企業の労働生産性の水準は、大企業と比べて低い。
○　業種別では、大企業・中小企業ともに小売業や飲食店，宿泊業の労働生産性の水準が低い。

資料：経済産業省「企業活動基本調査」、
厚生労働省「毎月勤労統計調査」
再編加工

（注） 2005年度における労働時間1時間
当たりの付加価値額を示してい
る。

労働生産性の水準

○　労働生産性について、2003年度から2005年度にかけての伸び率で見ると、小売業や飲食店，宿泊業
の中小企業は他業種に比べて低い。

○　労働生産性の伸び率を付加価値額の要因と労働投入量の要因に分解すると、中小企業の小売業、飲食店，
宿泊業、サービス業（他に分類されないもの）の伸びは労働投入量の減少によるものであり、付加価値額
の伸びの寄与は小さい。

○　労働生産性を上げていくためには、労働投入量の節約等の効率化も重要であるが、付加価値額を増大させ
ていくことが重要。

資料：経済産業省「企業活動基本調査」、中小企業庁「中小企業実態基本調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」再編加工

（注） 1．2003年度から2005年度にかけての労働生産性の伸び率を年率表示している。

2．各産業の労働生産性の伸び率は、各企業の労働生産性の伸び率を対数にて算出し、これを企業数で算術平均して求めている。

労働生産性の伸び

2．経済のサービス化と中小サービス産業

＜サービス化の進展と中小サービス産業の生産性の現状＞

産業別規模別企業数

資料：総務省「事業所・企業統計調査」再編加工

○　経済のサービス化は進展しており、就業者数も上昇傾向。中小企業・小規模企業のうち第三次産業に属す
る企業の割合も高まっている。
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○　中小サービス産業の労働生産性の水準を業種別にみると、サービスの専門性や需給等の市場環境の相違から、
情報通信業、卸売業、サービス業（事業所向け）等において労働生産性の水準が高い企業の割合が高い。

○　中小サービス業の経営戦略をみると、これまで規模拡大を重視してきた企業の割合が高かったが、今後は、
顧客単価を上げようとする意識は高まってきている。

○　サービスの付加価値向上のためには、まず、顧客のニーズや満足度を把握し、サービスに対する不満やト
ラブルを減らすことが重要。

○　現在のサービスに対する不満やトラブルは、品質のばらつきや、顧客からみて期待する水準に満たないこ
とが原因。個々の事業者が、ターゲットを明確にして差別化を図りつつ、安定した品質や高い水準のサー
ビスの提供のために努力することが必要。

＜サービスの付加価値向上に向けた取組＞

事例：株式会社アイレンタル

病院向けテレビのレンタルを行っていた経験を活かし、衛生的で
高品質なスーツケースをレンタルし、高い付加価値を創造。
営業・配送業務は旅行代理店に委託するが、顧客のレンタル申込

みは、通常のような旅行代理店の仲介ではなく、同社が直接対応。
同社が責任を全て負う体制で、顧客の信頼感と満足度を向上。

○　個々の事業者がサービスの品質を向上させても、それが価格に反映されない取引環境となっている場合、
付加価値の向上は実現できない。現状では4社に1社が品質等を価格に反映できていないとしている。

○　このため、品質等を価格に反映させるための取組として、顧客への説明の強化のほか、消費者向けサービ
スでは「品質の可視化のための工夫」、運輸業では「業界の慣行や慣例の是正」といった取引環境の整備
が必要と考えられている。

事例：キュービーネット株式会社○　以上のような付加価
値向上への取組に加
え、生産性向上のた
めには、業務プロセ
スを見直し、安定的
な品質のサービスを
効率的に提供するこ
とも重要。

＜効率化に向けた取組＞

低価格「調髪」に対する顧客ニーズに提供サービスを
徹底的に絞り込み、洗髪や顔剃りなどの他のサービスを
省略。
店員が調髪に専念するため、精算は券売機で実施するな

ど、業務プロセスを効率化。

資料：中小企業庁「サービスの生産性向上に関する実態調
査」（2007年11月）

（注） 1．重視する経営資源としてそれぞれの項目について、
「特に重要」と回答した企業の割合を集計した。

2．複数回答のため合計は100とならない。

○　サービス産業の付加価値の向上等を図る観点から、人材の確保・育成も重要。しかし、第三次産業の平均
給与額は90年代後半から下がり始め、第二次産業を下回る。その背景には、サービス産業の非正規雇用
者比率が特に上昇していることがある。

○　人材を重視するサービス事業者の割合は高いが、実際には、正規雇用者の離職率が高く、特に消費者向け
サービスにおいて高い。付加価値の向上等にとって重要な人的資本の蓄積が進まない恐れがある。

＜サービス産業を支える人材＞

重視する経営資源

○　人材の育成や従業員
のモチベーションの
向上など、直接的に
人材の意欲や能力を
高める取組が弱く、
より積極的な取組が
望まれる。

事例：株式会社日本保育サービス

2ヶ月に一度アルバイトを含めて職員に
業務改善提案を求める研修を実施するとと
もに、テーマ別に異なる園の職員が一同に
会して議論する場を設ける等して現場保育
士の「考える力」を育成することに注力。
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和歌山県では、平成16年度より厚生労働省の「障害者の態様に応じた多様な委託訓練事業（障
害者委託訓練）」を実施し、事業者の方々や民間教育訓練機関等のご協力により、障害のある人の
職業訓練を行い、就職を支援しています。
事業所の現場で就労に対する態度や心構え、知識や技能等について、より実践的訓練を実施し、

就労に結びつけていきたいと考えています。
障害のある人の職業能力開発と就労にご理解いただき、訓練実施にご協力をお願いします。

……………障害者委託訓練について……………

………… 詳細は、和歌山県商工観光労働部労働政策課 TEL 073－441－2802 …………

● 製造加工系　　 ●食品製造、販売系　　 ●清掃系　　 ●園芸、栽培系　　 ●運送系　　 ●事務系
●介護サービス系　　 ●その他

1 訓練内容 ………………………………………………………………………………………………………………

● 各事業所の所定就業時間内　　 ●月当たり標準100時間

2 訓練時間について ……………………………………………………………………………………………………

3 期間は1～3ヶ月 ……………………………………………………………………………………………………

● 1人あたり、1ヶ月　上限　63,000円（税込）

4 委託費用 ………………………………………………………………………………………………………………

● 訓練出勤簿　　●訓練日誌　等

5 訓練中に作成する書類 ………………………………………………………………………………………………

● 訓練生自身の労災事故については、労災保険の特別加入対象（県負担）となっています。
●物損事故について、訓練生が保険に任意加入（職業訓練生総合保険等）することになります。

6 事故等について ………………………………………………………………………………………………………

● 各事業所人事担当者及びハローワークとの相談等により、就労に向けた話し合いや活動を行います。

7 訓練終了後について …………………………………………………………………………………………………

和歌山県からのご案内
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新宮で移動中央会開催
5月8日（木）、9日（金）の両日、新宮市において移動中央会を開催。
総会開催前・後の諸手続、税務申告、設立、事業運営等について中央会職員が各種の

相談事項に応じるもので、毎年5月に開催しています。
会場の新宮商工会議所には、組合の役職員の方々が、順次相談に来られ、昨年4月から

の組合法改正に伴う定款変更の必要項目等、組合運営に関する様々な事項について熱心
に質問され、中央会職員が2日間にわたり対応しました。

「70歳まで働ける企業」創出事業準備会開催
中央会では4月30日（水）、ルミエール華月殿において平成20年度

「70歳まで働ける企業」創出事業準備会を開催。
当中央会は、2004年から4年間にわたり、高齢者雇用に関する労働局

の委託事業を実施、対象企業等を指導してきましたが、これまで蓄積
してきた多様なプログラムを更に充実・普及促進していくため今年度
も本事業を実施します。
今年度の対象業種となった5組合、社会保険労務士（70歳雇用支援ア

ドバイザー）の 木幾久子氏、中小企業診断士 和田祐一氏、労働局高
齢者対策担当官 前島君昭氏らが出席のもと「高齢者雇用とその施策」につ
いての説明会、当中央会からは本事業の進め方と年間スケジュールについての詳細な説明が



行われました。
今後、推進プロジェクト会議の開催や個別企業相談、実態調査アンケートの実施等を行っ

ていく中で、「70歳まで働ける
企業」の普及・促進に向け幅
広い事業活動を展開していく
予定です。

対象組合
和歌山県家具工業（協）
和歌山ニット商工業（協）
和歌山市管工事業（協）
和歌山市運送事業（協）
和歌山エルピーガス（協）
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中央会では5月12日（月）、ルミエール華月殿において理事会を開催しました。
平成19年度の事業報告において、本会で実施してきた会員組合の活動強化に関す

る支援や新規事業への取組等が詳細に報告され、上程された各議案が順次、承認可決
されました。
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日本屈指の清流とも呼ばれる

古座川。

河口から七川ダムまでの峡谷

には奇岩・奇勝が点在し、中で

も国指定の天然記念物、高さ

100m、幅500mという巨大な

「一枚岩」はまさに圧巻。

古座川峡（東牟婁郡古座川町）

協同組合中紀環境科学

前理事長　小松 昭三氏

住金協力企業協同組合
理事長　笹本 誠昭氏
中央会常任理事
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和歌山県電器商業組合では、2011年の

地上デジタル放送への完全移行に伴い、

「家電困りごと相談センター・デジタル

110番」を発足。

デジタル放送を受信できるテレビをも

ちながら不適切な施工やセッティングの

不備などで視聴できないという顧客のト

ラブルに対応するためのサポート体

制（有料）をスタートさ

せました。

フリーダイヤル「家電困

りごと相談センター・デジ

タル110番」に電話すると、

県下206店（5/20現在）の登

録店の中から最寄りの電器店

を紹介される仕組みで、所定

の料金を支払えば、最新の技術

講習を受けた電器のプロによる

丁寧な対応をしてもらえます。

消費者の困りごとに対応しながら、地

域店の役割とサービス機能の強化をはか

り、“街の電器店”を大いにアピールして

いこうと組合員同士の結束も万全です。

和歌山県電器商業組合
ＴＥＬ：073-453-2616
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背景と目的
大島は気仙沼地域の観光の中心地であり、最盛期には民宿が約60軒営業していた。しかし、
宿泊客の減少や気仙沼市内のシティホテルとの競合等により、現在では約25軒にまで減少し
ている。こうした中、島の自然・人材・食材等を活用し、小中学校の学校教育の一環として、
体験学習を実施することにより、地元人材の活用、地元食材の利用による地域商業の活性化、
夏期繁忙時以外の集客による民宿の経営安定化を図ることにした。

事業・活動の内容
気仙沼市、大島観光協会、離島振興協議会等と連携し、PRキャラバンとして県内外の小中

学校を訪問、また旅行会社とのタイアップによるPRを行っている。体験メニューは、①島の
生活資源（地引網等）、②レジャー・アウトドア資源（無人島体験等）、③食材資源（ワカ
メ・コンブ等）の多岐にわたり、また各自の夕食を自分で作る「夕食づくり」が好評を得て
いる。現在は、既存校のリピート及び口コミによる集客が多いが、今後はインターネットに
よる集客についても検討すれば、体験学習者の拡大が期待できる。さらに本事業による気仙
沼地域への波及効果も見え始めている。

成果
本事業の最初の目的である民宿の集客増については、今まで皆無であった小中学生の体験

学習が増えているため、その成果は顕著に現れている。また、体験学習により地元の人材を
有効に活用している。さらに地元食材の使用により地域商業の活性化に寄与している。
一方、小中学生の修学旅行には、体験学習後、気仙沼市内に工場等の見学をする学校も出

てきており、市内への波及効果も出始めている。今後更に集客数が増加すれば、観光桟橋の
屋根の設置等、インフラ整備による島内の活性化も期待できる。

全国先進組合事例

大

島

民

宿

協

同

組

合

所 在 地 〒980-0605

気仙沼市浦の浜41-1

電 話 番 号 0226-28-3432

F A X番号 0226-28-3587

設　　　立 平成4年4月

出 資 金 1,500千円

組 織 形 態 同業種同志型組合

地　　　区 気仙沼市

主 な 業 種 民宿業

組合従業員 1人

組 合 員 25人小
中
学
生
の
体
験
学
習
に
よ
る
地
域
活
性
化
集
客
交
流
事
業

宮城県

大島の自然・人材・食材等を活用し、県内外からの小中学生によ
る体験学習を実施することにより、地元人材活用、地域商業の活
性化及び民宿の宿泊客の確保
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背景と目的
当組合がある南アルプス市は、フルーツのまちである。当組合は、生果として出荷できな

い二級品の桃やさくらんぼ等の利活用を図るため、ジャム作りなど、特産品の開発と販売の
事業化を進めてきた。また、遊休農地が増えてくる中で、野菜の栽培を目指し圃場の整備を
図っている。野菜は、朝市の開催や漬物・惣菜等に加工し、特産品として販売している。こ
れらの活動を通して、地域女性が地域農業の振興の一端を担うことを目指している。

事業・活動の内容
南アルプス市で栽培されている果実や野菜を加工して、ジャムや漬物等の特産品として販

売している。農家の女性を中心とする生産部、加工品を開発・生産する加工部、組合が指定
管理者となっている施設で販売に従事する販売部に分かれ、得意の分野で活動をしている。
生産部に所属する組合員は、農産物を納入すると収入になり、加工部の組合員は、特産品が
販売されると収益が還元される。
広く組合の活動を知ってもらうため、市で開催される各種イベントに出展等を行っている。
また、市内の小中学校給食への食材提供、総合学習の一環として生徒の味噌作り体験等を開
催している。

成果
組合発足から3年目の18年度は、当初の事業収入より約25％上回る実績を上げた。この要

因は、組合の活動拠点である農村活性化施設「ほたるみ館」が、市から委託を受け組合が指
定管理者となり、その収入により財政基盤が安定してきたことである。また、組合の活動実
績を市が評価し、もう一つの販売施設「まちの駅」も指定管理者として任された。これらの
ことは、組合及び
組合員にとって大
きな励みとなっ
て、生産や加工に
対する意欲を向上
させている。さら
に、イオングルー
プのスーパーと取
り引きが始まり、
魅力的な販路を手
にした。これを足
がかりに、一層の
販路拡大が期待さ
れる。

南
ア
ル
プ
ス
市
特
産
品
企
業
組
合
・
ほ
た
る
み
館

所 在 地 〒400-0313

南アルプス市平岡1210-1

電 話 番 号 055-284-7180

F A X番号 055-284-7180

設　　　立 平成16年6月

出 資 金 1,370千円

組 織 形 態 集中型企業組合

主 な 業 種 農業

組合従業員 6人

組 合 員 137人

地
域
女
性
が
地
元
農
産
物
を
特
産
品
と
し
て
開
発
販
売
す
る

山梨県

地域女性が地産地消を掲げ、市場に出荷できない二級品の農産物
を利活用してジャムや惣菜等の特産品を開発した。また、遊休農
地を圃場として整備し作付けを行っている

▲パンフレット
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ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景
況」判断指数（ＤＩ値：景気動
向指数）は、マイナス62.5ポイ
ントであり、同3月調査と比べ
て12.5ポイント悪化した。
同3月調査と比べ、「売上高」

も15ポイント悪化、「収益状況」
も22.5ポイント悪化、「資金繰
り」も5ポイント悪化した。
4月の調査では業界景況に関

して、情報連絡員40名のうち、
「不変」との回答は15名、「悪
化」との回答は25名で、「好転」
との回答はなかった。

総　評

4月分4月分
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製造業

非製造業
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